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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、第45期中及び第45期は調整計算の結果、１株当

たり中間（当期）純利益が減少せず、第46期中及び第46期は、１株当たり中間（当期）純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第47期中におきましては、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

回次 第45期中 第46期中 第47期中 第45期 第46期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 11,854 10,693 10,380 23,788 22,630 

経常利益又は経常損失（△）（百万
円） 

80 △51 311 217 225 

中間（当期）純利益又は中間（当
期）純損失（△）（百万円） 

45 △154 175 88 △216 

純資産額（百万円） 7,640 7,533 7,675 7,700 7,401 

総資産額（百万円） 18,744 18,402 17,140 18,336 17,467 

１株当たり純資産額（円） 510.41 503.77 513.58 514.62 495.07 

１株当たり中間（当期）純利益又は
１株当たり中間（当期）純損失
（△）（円） 

3.06 △10.34 11.76 5.91 △14.46 

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益（円） 

－ － － － － 

自己資本比率（％） 40.8 40.9 44.8 42.0 42.4 

営業活動によるキャッシュ・フロー
（百万円） 

△173 △136 656 △280 676 

投資活動によるキャッシュ・フロー
（百万円） 

△47 △509 △116 △173 △417 

財務活動によるキャッシュ・フロー
（百万円） 

△2 615 △244 136 20 

現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高（百万円） 

636 512 1,117 542 821 

従業員数 
［外、平均臨時雇用者数］(人) 

373 
[47] 

379 
[38] 

391 
[35] 

376 
[46] 

367 
[36] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、第45期中及び第45期は調整計算の結果、１株当

たり中間（当期）純利益が減少せず、第46期中及び第46期は、１株当たり中間（当期）純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第47期中におきましては、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

回次 第45期中 第46期中 第47期中 第45期 第46期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 10,943 9,856 9,554 21,954 20,973 

経常利益又は経常損失（△）（百万
円） 

73 △55 284 179 182 

中間（当期）純利益又は中間（当
期）純損失（△）（百万円） 

41 △144 160 54 △230 

資本金（百万円） 2,473 2,473 2,473 2,473 2,473 

発行済株式総数（千株） 15,577 15,577 15,577 15,577 15,577 

純資産額（百万円） 7,527 7,400 7,538 7,556 7,243 

総資産額（百万円） 17,762 17,499 16,227 17,440 16,564 

１株当たり純資産額（円） 502.85 494.87 504.42 505.04 484.54 

１株当たり中間（当期）純利益又は
１株当たり中間（当期）純損失
（△）（円） 

2.80 △9.65 10.77 3.63 △15.41 

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益（円） 

－ － － － － 

１株当たり中間（年間）配当額
（円） 

2.50 2.50 2.50 5.00 5.00 

自己資本比率（％） 42.4 42.3 46.5 43.3 43.7 

従業員数 
［外、平均臨時雇用者数］(人) 

308 
[30] 

318 
[24] 

332 
[24] 

315 
[30] 

306 
[23] 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関連会社）が営む事業について、重要な変更はあり

ません。また、主要な関係会社における異動もありません。  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  なお、持分法適用会社である岐阜松下電工㈱は、平成17年８月１日付けにて、エムエス建材㈱から商号変更してお

ります。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は［ ］内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は［ ］内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

(3）労働組合の状況 

 当社グループには、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

木製品事業 369 [35] 

賃貸事業 1 [－] 

全社（共通） 21 [－] 

合計 391 [35] 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 332 [24] 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、特に製造業を中心として、景況感の改善も含め、企業活動の上昇傾

向が鮮明となり、失業率が継続的に低下しているなど雇用環境も改善の兆しが見られ、民間需要の緩やかな景気回

復が続き、景気の踊り場を脱却したとも言われております。しかし、過去最高値圏で推移する原油価格の高騰は企

業収益に大きく作用し、海外経済においても、素材価格の高騰に伴いアジアや欧州経済が減速するなど先行きに対

する不安要因も懸念される環境下にあります。 

 当住宅関連業界における当中間連結会計期間の新設住宅着工戸数は、64万戸と前年同期比3.5％の増加となりま

した。利用関係別の主な状況は、持家は19万1千戸と前年同期比7.4％減少いたしました。貸家は25万6千戸と前年

同期比9.6％の増加となりました。分譲住宅は、18万7千戸と前年同期比8.1％の増加となりました。市場は住宅の

低価格化及び販売価格競争激化により、依然として厳しい状況が続いております。 

 このような経営環境のなか、当社グループは目標利益の確保と経営基盤の強化に努めてまいりましたが、当中間

連結会計期間の売上高は103億80百万円と前中間連結会計期間に比べ3億13百万円（2.9％）の減収となりました。

営業利益は、56百万円と前中間連結会計期間に比べ97百万円の増益、経常利益は、3億11百万円と前中間連結会計

期間に比べ3億62百万円の増益、中間純利益は、1億75百万円と前中間連結会計期間に比べ3億30百万円の増益とな

りました。 

また、事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 木製品事業は、売上高につきましては、化粧部材（階段）、集合住宅向け構造部材及び商品が増加したもの

の、和室部材及び積層部材（階段・手摺部材）が減少いたしました。利益面につきましては、販売価格の低下

があったものの、不採算部門の合理化などにより改善が進み、その結果、売上高102億84百万円（前中間連結

会計期間比3.0％減）、営業利益1億94百万円（同60.1％増）となりました。 

② 賃貸事業は、売上高95百万円（前中間連結会計期間比 1.1％増）、営業利益75百万円（同4.9％増）となり

ました。 

 所在地別セグメントの業績は、当中間連結会計期間において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び

在外支店がないため該当事項はありません。  

なお、当中間連結会計期間における経営方針に基づき、展開を図った主な方策は下記のとおりであります。 

① 営業部門におきましては、構造部材ユーザーに対する内装材の開拓などスケルトン・インフィルをトータル

的に提供し、サービス面の強化も含め、顧客ニーズの掘り起こしに基づく企画提案営業を推進してまいりまし

た。また、メーカー営業としての特性を活かし、顧客満足度及びＱＣＤ（品質、コスト、納期）向上による顧

客対応力強化に努め、具体的には、主力製品の一つである階段の受注に関し、ＷＥＢを使用した受注システム

を構築するなど、短納期化による受注拡大を図る準備を進めてまいりました。 

② 製造部門におきましては、「選択と集中」に基づき、部門の統廃合を視野に入れた構造改革に着手いたしま

した。高付加価値製品群及び市場性、将来性のある事業部門の基盤強化に傾注してまいりました。特に事業戦

略の柱である積層建材部門については大規模な設備投資を行い、主力製品である積層階段、カウンターの増強

に向けた生産体制の整備を行いました。 

 また、独自の工法であるＳＮ工法の展開拡大等に資するためプレカット事業の強化に努めるなど、当社の強

みである特注対応力を前面に打ち出した生産体制の構築に向けて経営資源の再分配を行いました。さらに、原

価管理システム確立に向けたプロジェクトを通して、合理化と効率化に関する改善事項の認識及び問題点の共

有化を図り、単なる原価管理体制の確立を目指すだけでなく、生産管理全般に亘る検証及び再構築に向けた施

策に取り組んでまいりました。 



③ 資材調達につきましては、昨年竣工いたしました資材物流センターの本格稼動と、親会社である住友商事株

式会社のネットワークの活用により、より具体的な資材戦略や海外における生産拠点開拓に向けた事業展開の

方向性が明確になってまいりました。良質で安価な資材調達という面のみならず、資源の有効活用や環境に配

慮した資材開発をテーマに未利用樹種の活用等に取り組んでまいりました。 

④ 新製品開発につきましては、自社ブランド製品開発をスローガンに機能性やデザインにオリジナリティーを

追求し、当社の技術力と集成材ひいては木材の特性の融合を開発ビジョンとして位置づけております。これら

中長期ビジョンに則って、顧客ニーズを製品開発の重要なファクターとして捉え、営業部門との連携強化を密

にし、マーケット情報がダイレクトに製品開発に反映する仕組みを構築しております。 

  当期の課題としては、木材と非木質系素材のそれぞれの特性を活かした複合サッシの開発に取り組み、量産

体制に向けて準備を進めてまいりました。また、国策である国産材の活用に着目し、ヒノキを中心とした独自

の芳香による潤いや抗菌成分による健康性など国産材が持つ優れた特性を製品開発に活かす試みに着手いたし

ました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、デリバティブ評価益2億55百万

円、仕入債務の減少額3億40百万円及び長期借入金の返済による支出4億5百万円等が計上されたものの、税金等調

整前中間純利益3億22百万円、減価償却費2億6百万円、売上債権の減少額4億66百万円及び長期借入による収入2億

円等により、前連結会計年度末に比べ2億95百万円増加し、当中間連結会計期間末には11億17百万円となりまし

た。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は6億56百万円（前中間連結会計期間は1億36百万円の資金の減少）となりました。

これは主に仕入債務の減少額3億40百万円等があったものの、税金等調整前中間純利益3億22百万円、減価償却費2

億6百万円及び売上債権の減少額4億66百万円等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は1億16百万円（前中間連結会計期間比 77.2％の減少）となりました。これは主に

投資有価証券の売却による収入68百万円等があったものの、有形固定資産の取得による支出1億58百万円等による

ものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は2億44百万円（前中間連結会計期間は6億15百万円の資金の増加）となりました。

これは主に長期借入れによる収入2億円、短期借入金の純増加額3億円があったものの、長期借入金の返済による支

出4億5百万円、社債の償還による支出3億円等によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

当中間連結会計期間の木製品事業の生産実績を示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．当社グループの事業の種類別セグメントのうち賃貸事業につきましては、生産活動を行っていないため生産

実績は記載しておりません。 

(2）商品仕入実績 

当中間連結会計期間の木製品事業の商品仕入実績を示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は仕入価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．当社グループの事業の種類別セグメントのうち賃貸事業につきましては、商品を取り扱っていないため商品

仕入実績は記載しておりません。 

(3）受注状況 

当中間連結会計期間の木製品事業の受注状況を示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．当社グループの受注生産品は、木製品事業のうち構造部材のみであり、他は見込生産品であります。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

木製品事業（百万円） 7,720 93.8 

合計（百万円） 7,720 93.8 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

木製品事業（百万円） 2,319 102.1 

合計（百万円） 2,319 102.1 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％） 

木製品事業 2,522 97.4 211 27.2 

合計 2,522 97.4 211 27.2 



(4）販売実績 

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対

する割合は、次のとおりであります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更はあ

りません。 

４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社は、「お客様満足度の向上」を品質方針に、また、「地球環境との共生」を環境方針に揚げ、信頼性の高い品

質設計と地球環境に配慮した製品開発を目指し、研究開発活動を進めております。 

 現在の研究開発活動は企画開発部を中心に、当社が得意とする木材の接着技術、突板化粧貼り技術及び塗装技術な

どを駆使し、以下の建築用集成材及び内装用部材等の製品開発に取組んでおります。 

① 当社の主要事業である構造用集成材、集成階段、突板化粧貼り階段、集成カウンター、和風・洋風造作材、玄

関框等の新製品開発 

② 金属複合階段、木質系建具（サッシ及び防火戸）等の新製品開発 

③ 住友商事のロシア合弁会社から産出される木材資源（針葉樹・広葉樹）を有効活用した新製品開発 

④ リフォーム用造作材や環境配慮型新製品の開発 

⑤ 顧客からの要望による各種新製品の開発 

 今後も、当社の得意技術を活かした各種新製品を開発し、提案してまいります。 

 研究開発スタッフは12人で、当中間連結会計期間に支出した研究開発費の総額は60百万円となっております。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

木製品事業（百万円） 10,284 97.0 

賃貸事業（百万円） 95 101.1 

合計（百万円） 10,380 97.1 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

㈱レオパレス21 2,414 22.6 2,410 23.2 

稲畑産業㈱ 1,001 9.4 1,049 10.1 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。  

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備計画の完了 

 前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとおりでありま

す。  

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

 なお、前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当社の美濃加茂工場において階段発注システム導入に

ついては、完成予定年月を平成17年10月から平成18年３月に、また、七宗工場において框ライン改善設備について

は、平成17年12月から平成18年３月に、階段加工ライン集約については平成17年11月から平成18年３月に変更して

おります。なお、手摺部材増強設備については、現在、内容の見直しを行っております。 

(2）重要な設備の新設等 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は、次のとおりであります。 

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

 また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 
投資額
（百万円）

完了年月 
完成後の
増加能力 

提出会
社 

美濃加茂工場 
（岐阜県美濃加
茂市）  

 木製品事業 
階段・カウンター加工

設備  
185 平成17年５月  

合理化及び

集約化  

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達
方法 

着手及び完了予定 
完成後の
増加能力 総額 

（百万円） 
既支払額 
（百万円） 

着手 完了 

当社 
美濃加茂工場 

岐阜県 
美濃加茂
市 

木製品 原価システム 99 － 借入金 
平成17年
10月 

平成18年 
９月 

改善及び

合理化 
当社 
七宗工場 

岐阜県 
加茂郡七
宗町 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 39,821,000 

計 39,821,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月22日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 15,577,500 15,577,500 

東京証券取引所 

（市場第二部） 

名古屋証券取引所 

（市場第二部） 

－ 

計 15,577,500 15,577,500 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額    
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

  

平成17年4月１日～

平成17年９月30日  

－ 15,577,500 － 2,473 － 2,675 



(4）【大株主の状況】 

 （注） 上記のほか、当社が実質的に所有している自己株式633千株があります。 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。 

２．「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式9,000株（議決権の数9個）

及び株主名簿上は当社名義となっており、実質的に所有していない株式1,000株（議決権の数1個）が含まれ

ておりますが、議決権の数の欄には含まれておりません。 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

住友商事株式会社 東京都中央区晴海一丁目８番11号 7,476 47.99 

株式会社原田不動産商事 神奈川県厚木市中町四丁目９番17号 1,138 7.30 

セブン工業社員持株会 岐阜県美濃加茂市本郷町六丁目11番15号 474 3.04 

セブン共栄会 岐阜県美濃加茂市本郷町六丁目11番15号 319 2.04 

杉山 榮弘 岐阜県加茂郡白川町河岐821番地 250 1.60 

住友林業株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目８番１号 231 1.48 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 222 1.42 

商工組合中央金庫 東京都中央区八重洲二丁目10番17号 193 1.23 

杉山 義博 愛知県春日井市御幸町二丁目３番41号 116 0.74 

杉山 計弘 岐阜県加茂郡坂祝町大針822番地の４ 113 0.72 

計 － 10,533 67.61 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 633,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,765,000 14,755 － 

単元未満株式 普通株式 179,500 － － 

発行済株式総数 15,577,500 － － 

総株主の議決権 － 14,755 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役職の異動は、次のとおりであります。 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

セブン工業株式会社 

岐阜県美濃加茂市 

本郷町六丁目11番15

号 

633,000 － 633,000 4.06 

計 － 633,000 － 633,000 4.06 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 300 300 289 298 321 330 

最低（円） 276 277 274 277 288 311 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役 
管理本部長 

プレカット部長 
取締役 

業務管理担当 

ＯＥＭ営業部担当補佐 

プレカット部長 

 山北 耕介 平成17年10月１日 

取締役 

製造本部副本部長 

化粧建材部・積層建材部

担当・資材部長 

取締役 

製造本部副本部長 

和室建材部・化粧建材

部・積層建材部・資材

部・ＯＥＭ営業部・物流

企画室担当 

村雲 敏一 平成17年10月１日 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いては監査法人トーマツにより中間監査を受け、また、当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30

日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表に

ついては、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 

 なお、当社の会計監査人は次のとおり交代しております。 

前中間連結会計期間及び前中間会計期間 監査法人トーマツ 

当中間連結会計期間及び当中間会計期間 あずさ監査法人 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   676   1,117   821  

２．受取手形及び売掛
金   5,863   5,450   5,916  

３．有価証券   7   －   －  

４．たな卸資産   3,169   2,315   2,430  

５．繰延税金資産   205   84   140  

６．その他   608   249   408  

貸倒引当金   △44   △19   △49  

流動資産合計   10,486 57.0  9,197 53.7  9,669 55.4 

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※１          

１．建物及び構築物 ※２ 2,155   2,056   2,097   

２．機械装置及び運
搬具 

※２ 1,087   1,139   994   

３．土地 ※２ 3,131   3,075   3,131   

４．その他  62 6,435  85 6,357  66 6,290  

(2）無形固定資産   56   84   72  

(3）投資その他の資産           

１．投資有価証券  1,178   1,299   1,043   

２．繰延税金資産  35   2   195   

３．その他  328   289   286   

貸倒引当金  △118 1,423  △90 1,501  △90 1,435  

固定資産合計   7,916 43.0  7,942 46.3  7,797 44.6 

資産合計   18,402 100.0  17,140 100.0  17,467 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金   5,114   4,529   4,869  

２．短期借入金 ※２  2,061   2,188   1,885  

３．一年内償還予定社
債 

   300   －   300  

４．未払法人税等   16   25   29  

５．賞与引当金   147   150   145  

６．その他   851   908   948  

流動負債合計   8,492 46.2  7,802 45.5  8,178 46.8 

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※２  2,005   1,416   1,625  

２．退職給付引当金   161   149   158  

３．役員退職慰労引当
金   52   59   59  

４．その他   113   2   1  

固定負債合計   2,334 12.7  1,627 9.5  1,844 10.6 

負債合計   10,826 58.9  9,429 55.0  10,022 57.4 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   42 0.2  35 0.2  43 0.2 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   2,473 13.4  2,473 14.4  2,473 14.2 

Ⅱ 資本剰余金   2,675 14.5  2,675 15.6  2,675 15.3 

Ⅲ 利益剰余金   2,494 13.6  2,498 14.6  2,395 13.7 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   120 0.7  260 1.5  88 0.5 

Ⅴ 自己株式   △229 △1.3  △232 △1.3  △231 △1.3 

資本合計   7,533 40.9  7,675 44.8  7,401 42.4 

負債、少数株主持分
及び資本合計   18,402 100.0  17,140 100.0  17,467 100.0 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   10,693 100.0  10,380 100.0  22,630 100.0 

Ⅱ 売上原価   9,701 90.7  9,265 89.3  20,367 90.0 

売上総利益   992 9.3  1,114 10.7  2,263 10.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  1,033 9.7  1,057 10.2  2,032 9.0 

営業利益   － －  56 0.5  231 1.0 

営業損失   41 △0.4  － －  － － 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  0   0   0   

２．受取配当金  8   9   12   

３．持分法による投資
利益  14   10   41   

４．仕入割引  6   5   13   

５．デリバティブ評価
益  －   255   －   

６．受取手数料  4   3   8   

７．その他  1 36 0.3 7 292 2.8 5 82 0.4 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  24   21   50   

２．手形売却損  1   0   2   

３．売上割引  13   11   27   

４．その他  6 46 0.4 3 38 0.3 8 87 0.4 

経常利益   － －  311 3.0  225 1.0 

経常損失   51 △0.5  － －  － － 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益           

１．固定資産売却益 ※２ 1   －   1   

２．投資有価証券売却
益  －   26   7   

３．貸倒引当金戻入益  5 7 0.1 29 55 0.5 － 8 0.0 

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産廃棄売却
損 

※３ 17   14   35   

２．投資有価証券売却
損  0   －   0   

３．投資有価証券評価
損  －   0   0   

４．たな卸資産処分損  18   －   18   

５．たな卸資産評価損  155   －   155   

６．保険解約損  9   0   9   

７．デリバティブ評価
損  －   －   375   

８．減損損失 ※４ －   25   －   

９．その他  － 200 1.9 2 43 0.4 7 602 2.6 

税金等調整前中間
純利益   － －  322 3.1  － － 

税金等調整前中間
（当期）純損失   244 △2.3  － －  368 △1.6 

法人税、住民税及
び事業税  7   13   18   

法人税等調整額  △98 △90 △0.8 131 144 1.4 △171 △153 △0.6 

少数株主利益   1 0.0  2 0.0  1 0.0 

中間純利益   － －  175 1.7  － － 

中間（当期）純損
失   154 △1.5  － －  216 △1.0 

           



③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   2,675  2,675  2,675

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

  2,675  2,675  2,675 

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   2,686  2,395  2,686

Ⅱ 利益剰余金増加高        

１．中間純利益  － － 175 175 － － 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

１．中間（当期）純損失  154  －  216  

２．配当金  37 37 74 

３．過年度剰余金修正高  － 192 35 72 － 291

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  2,494  2,498  2,395 

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

税金等調整前中間純
利益又は税金等調整
前中間（当期）純損
失（△） 

 △244 322 △368 

減価償却費  209 206 429 

減損損失  － 25 － 

貸倒引当金の増減額
（減少：△） 

 △19 △28 △9 

賞与引当金の増減額
（減少：△） 

 7 5 4 

退職給付引当金の増
減額（減少：△） 

 △6 △9 △9 

役員退職慰労引当金
の増減額(減少：△) 

 △95 △0 △89 

受取利息及び受取配
当金 

 △9 △9 △13 

デリバティブ評価益
（評価益：△） 

 － △255 － 

支払利息  24 21 50 

持分法による投資利
益 

 △14 △10 △41 

投資有価証券売却益  － △26 △7 

固定資産廃棄売却損  17 14 35 

投資有価証券売却損  0 － 0 

投資有価証券評価損  － 0 0 

売上債権の増減額
（増加：△） 

 △135 466 △188 

たな卸資産の増減額
（増加：△） 

 68 115 807 

仕入債務の増減額
（減少：△） 

 △29 △340 △275 

その他  154 182 453 

小計  △73 679 779 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

利息及び配当金の受
取額 

 9 10 14 

利息の支払額  △24 △21 △50 

保険金収入  － － 2 

法人税等の支払額  △48 △12 △69 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △136 656 676 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

定期預金の預入によ
る支出 

 － － △1 

定期預金の払戻によ
る収入 

 － － 172 

投資有価証券の取得
による支出 

 △272 △0 △272 

投資有価証券の売却
による収入 

 0 68 117 

有形固定資産の取得
による支出 

 △311 △158 △475 

有形固定資産の売却
による収入 

 6 3 6 

保険解約収入  54 － 54 

その他の投資その他
の資産による支出 

 △21 △28 △59 

その他の投資その他
の資産による収入 

 33 0 39 

その他  － △0 － 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △509 △116 △417 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

短期借入金の純増減
額（減少：△） 

 100 300 △51 

長期借入れによる収
入 

 910 200 910 

長期借入金の返済に
よる支出 

 △353 △405 △759 

社債の償還による支
出 

 － △300 － 

配当金の支払額  △37 △37 △74 

自己株式の取得によ
る支出 

 △2 △1 △4 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 615 △244 20 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

 － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額（減少：△） 

 △29 295 279 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 542 821 542 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※１ 512 1,117 821 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (イ)連結子会社の数 ３社 

主要な連結子会社名 

株式会社セブン東神 

丸七ミヤマ工業株式会社 

株式会社オバラシマリス 

(イ)連結子会社の数 ３社 

同左 

  

  

  

(イ)連結子会社の数 ３社 

同左 

  

  

  

 (ロ)主要な非連結子会社の名称等 

非連結子会社は、SEVEN  

GUAM CO.,LTD．であります。 

(ロ)主要な非連結子会社の名称等 

同左 

(ロ)主要な非連結子会社の名称等 

非連結子会社は、SEVEN  

GUAM CO.,LTD．であります。 

 （連結の範囲から除いた理

由） 

非連結子会社 １社は、小規

模であり、総資産、売上高、

中間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも中

間連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないため、連結

の範囲から除外しておりま

す。 

  （連結の範囲から除いた理

由） 

非連結子会社 １社は、小規

模であり、総資産、売上高、

当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）は、いずれも連結

財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないため、連結の範囲

から除外しております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(イ)持分法適用の関連会社数 

１社 

持分法適用会社は、エムエス

建材株式会社であります。 

(イ)持分法適用の関連会社数 

１社 

持分法適用会社は、岐阜松下

電工株式会社であります。 

なお、同社は平成17年８月１

日付けにてエムエス建材株式

会社から商号変更しておりま

す。 

(イ)持分法適用の関連会社数 

１社 

持分法適用会社は、エムエス

建材株式会社であります。 

 (ロ)持分法を適用していない非連

結子会社SEVEN GUAM CO.,LTD.

及び関連会社株式会社ユニデ

ィオライヴスは、中間純損益

（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）か

らみて、持分法の対象から除

いても中間連結財務諸表に及

ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がな

いため持分法の適用範囲から

除外しております。 

(ロ)持分法を適用していない非連

結子会社SEVEN GUAM CO.,LTD.

は、中間純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）からみて、持分

法の対象から除いても中間連

結財務諸表に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体として

も重要性がないため持分法の

適用範囲から除外しておりま

す。 

(ロ)持分法を適用していない非連

結子会社SEVEN GUAM CO.,LTD.

及び関連会社株式会社ユニデ

ィオライヴスは、小規模であ

り、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）は、連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしてい

ないため、持分法の適用範囲

から除外しております。 

 なお、株式会社ユニディオ

ライヴスについては、平成16

年12月27日付で株式を譲渡し

たことから、当連結会計年度

においては関連会社でなくな

りました。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (ハ)持分法適用会社の中間決算日

は中間連結決算日と異なって

いるため、その会社の中間会

計期間に係る中間財務諸表を

使用しております。 

────── (ハ)持分法適用会社のエムエス建

材株式会社は決算日を11月末

日から3月末日へ変更したた

め、平成15年12月１日から平

成17年３月31日までの16か月

の財務諸表を使用しておりま

す。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

連結子会社の中間期末日と中間連

結決算日は一致しております。 

同左 連結子会社の事業年度末日と連結

決算日は一致しております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(イ)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定） 

(イ)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(イ)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 ────── ② デリバティブ 

時価法（ただし、金利ス

ワップについては、特例

処理の要件を満たしてい

るため、特例処理を行っ

ております。） 

② デリバティブ 

同左 

 ② たな卸資産 

商品 

先入先出法による原価法 

③ たな卸資産 

商品 

 同左 

③ たな卸資産 

商品 

 同左 

 製品・仕掛品 

総平均法による原価法（た

だし、構造部材については

個別法による原価法） 

製品・仕掛品 

同左 

製品・仕掛品 

同左 

 原材料 

総平均法による原価法 

原材料 

同左 

原材料 

同左 

 貯蔵品 

最終仕入原価法による原価

法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (ロ)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く） 

定額法 

建物以外 

定率法 

(ロ)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

(ロ)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

 なお、主な耐用年数は、次の

とおりであります。 

建物及び構築物 

２年～47年 

機械装置及び運搬具 

２年～10年 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 ② 無形固定資産 

定額法 

② 無形固定資産 

定額法 

なお、ソフトウェア（自社

利用分）については、社内

における利用可能期間（５

年）に基づく定額法 

② 無形固定資産 

定額法 

 (ハ)重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れの損失に備える

ため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しており

ます。 

(ハ)重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(ハ)重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

 ② 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てる

ため、賞与の支給規程による

支給対象期間に対応する支給

見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

同左 

 ③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間連

結会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上

しております。 

数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（５年）による

定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理しております。 

③ 退職給付引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上してお

ります。 

数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（５年）による

定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ④ 役員退職慰労引当金 

当社及び一部の連結子会社

は、役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づく

中間期末要支給額を計上して

おります。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

④ 役員退職慰労引当金 

当社及び一部の連結子会社

は、役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上しており

ます。 

 (ニ)重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

(ニ)重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

同左 

(ニ)重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

 (ホ)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

(ホ)重要なリース取引の処理方法 

同左 

(ホ)重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (ヘ)重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。また、金利スワップ

取引については、特例処理の

要件を満たしているため、特

例処理を採用しております。 

(ヘ)重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引について

は、特例処理の要件を満たし

ているため、特例処理を採用

しております。 

(ヘ)重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。また、金利スワップ

取引については、特例処理の

要件を満たしているため、特

例処理を採用しております。 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ．ヘッジ手段：通貨スワッ

プ取引 

ヘッジ対象：輸入材の仕

入予定取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段：金利スワッ

プ取引 

  ヘッジ対象：変動金利借

入金 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ．ヘッジ手段：通貨スワッ

プ取引 

ヘッジ対象：輸入材の仕

入予定取引 

 ｂ．ヘッジ手段：金利スワッ

プ取引 

ヘッジ対象：変動金利借

入金 

 ｂ．ヘッジ手段：金利スワッ

プ取引 

ヘッジ対象：変動金利借

入金 

 ③ ヘッジ方針 

当社の社内規程である「市場

リスク管理規程」に基づき、

為替変動リスク、金利変動リ

スクをヘッジしております。 

③ ヘッジ方針 

当社の社内規程である「市場

リスク管理規程」に基づき、

金利変動リスクをヘッジして

おります。 

③ ヘッジ方針 

当社の社内規程である「市場

リスク管理規程」に基づき、

為替変動リスク、金利変動リ

スクをヘッジしております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

当社の社内規程に基づき、通

貨スワップ取引については、

ヘッジ手段とヘッジ対象の為

替変動による相関関係によっ

て有効性を評価し、有効性の

検証を実施しております。ま

た、金利スワップ取引につい

ては特例処理を採用している

ため、有効性の評価を省略し

ております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

当社の社内規程に基づき、金

利スワップ取引については特

例処理を採用しているため、

有効性の評価を省略しており

ます。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

当社の社内規程に基づき、通

貨スワップ取引については、

ヘッジ手段とヘッジ対象の為

替変動による相関関係によっ

て有効性を評価し、有効性の

検証を実施しております。ま

た、金利スワップ取引につい

ては特例処理を採用している

ため、有効性の評価を省略し

ております。 

 (ト)その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(ト)その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(ト)その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３か

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。これにより

税金等調整前中間純利益は25百万円減

少しております。 

 なお、減損損失累計額については、

改正後の中間連結財務諸表規則に基づ

き各資産の金額から直接控除しており

ます。 

 ────── 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── ────── （連結貸借対照表） 

 投資事業有限責任組合への出資２百

万円については、従来、投資その他の

資産の「その他」に含めて表示してお

りましたが、証券取引法第２条第２項

の改正により有価証券とみなすことに

なったため、当連結会計年度より「投

資有価証券」として表示しておりま

す。 

 なお、前連結会計年度の投資事業有

限責任組合への「出資金」は２百万円

であります。 



追加情報  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── ────── (1) 平成14年９月20日に契約いたし

ました輸入材の仕入予定取引に係

る包括的長期為替予約契約(クーポ

ンスワップ契約)については、これ

までヘッジ会計を適用し繰延ヘッ

ジ処理を採用しておりましたが、

ヘッジ対象としての予定取引を厳

格に見直した結果、当連結会計年

度末において時価評価することと

いたしました。この結果、特別損

失にデリバティブ評価損375百万円

が計上されております。 

 なお、上記の特別損失は、当連

結会計年度末の当該契約の時価評

価額510百万円から、「契約レー

ト」と「契約レートの基礎となっ

ている契約時の長期為替相場」と

の差額である長期前受収益134百万

円を控除したものであります。 

────── ────── (2) 「地方税法等の一部を改正する

法律」（平成15年法律第９号）が

平成15年３月31日に公布され、平

成16年４月１日以後に開始する連

結会計年度より外形標準課税が導

入されたことに伴い、当連結会計

年度から「法人事業税における外

形標準課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取扱い」

（平成16年２月13日 企業会計基準

委員会 実務対応報告第12号）に従

い法人事業税の付加価値割及び資

本割については、販売費及び一般

管理費に計上しております。 

 この結果、従来の方法に比べ

て、営業利益及び経常利益が15百

万円減少し、税金等調整前当期純

損失が15百万円増加しておりま

す。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── (1) 売上原価（研究開発費）のう

ち、企画開発部の費用について、

同部の業務が、既存製品の改良を

主体としておりましたが、新製品

の開発のウェイトが高くなったこ

とに伴い、当中間連結会計期間よ

り「研究開発費及びソフトウェア

の会計処理に関する実務指針（会

計制度委員会報告第12号 平成11

年３月31日）」に従い、売上原価

から販売費及び一般管理費に変更

しております。 

 この結果、従来の方法に比べ

て、売上総利益が44百万円増加

し、営業利益、経常利益、税金等

調整前中間純利益がそれぞれ8百万

円減少しております。 

──────  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 5,331百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 5,396百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 5,381百万円

※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ ─────   ※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次のとおり

であります。 

  担保に供している資産は、次のとおり

であります。 

建物及び構築物 582百万円 

機械装置及び運搬
具 

15 

土地 2,103 

合計 2,701 

 建物及び構築物 567百万円

機械装置及び運搬
具 

15 

土地 2,103 

合計 2,686 

 上記物件については工場財団組成額で

あります。 

 担保付債務 

  上記物件については工場財団組成額で

あります。 

 担保付債務 

短期借入金 1,338百万円 

長期借入金 1,446 

合計 2,784 

 短期借入金 1,213百万円

長期借入金 1,152 

合計 2,365 

 ３ 当座借越契約  ３ 当座借越契約  ３ 当座借越契約 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行５行と当座借越契約を締

結しております。これらの契約に基づく

当中間連結会計期間末の借入未実行残高

は、次のとおりであります。 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行６行と当座借越契約を締

結しております。これらの契約に基づく

当中間連結会計期間末の借入未実行残高

は、次のとおりであります。 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行６行と当座借越契約を締

結しております。これらの契約に基づく

当連結会計年度末の借入未実行残高は、

次のとおりであります。 

当座借越極度額 1,800百万円 

借入実行残高 800 

差引額 1,000 

当座借越極度額 2,400百万円

借入実行残高 1,200 

差引額 1,200 

当座借越極度額 2,400百万円

借入実行残高 900 

差引額 1,500 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりであります。 

販売運賃 355百万円 

役員報酬及び給料
手当 

297 

賞与引当金繰入額 39 

役員退職慰労引当
金繰入額 

6 

退職給付費用 18 

販売運賃 347百万円

役員報酬及び給料
手当 

277 

賞与引当金繰入額 45 

役員退職慰労引当
金繰入額 

6 

退職給付費用 20 

販売運賃 701百万円

貸倒引当金繰入額 5 

役員報酬及び給料
手当 

581 

賞与引当金繰入額 42 

役員退職慰労引当
金繰入額 

13 

退職給付費用 38 

※２ 固定資産売却益の内訳 ※２ ─────   ※２ 固定資産売却益の内訳 

機械装置及び運搬
具 

1百万円 
 機械装置及び運搬

具 
1百万円

※３ 固定資産廃棄売却損の内訳 ※３ 固定資産廃棄売却損の内訳 ※３ 固定資産廃棄売却損の内訳 

廃棄損   

建物及び構築物 3百万円 

機械装置及び運搬
具 

8  

その他 2 

売却損   

機械装置及び運搬
具 

3百万円 

廃棄売却損合計 17百万円 

廃棄損   

機械装置及び運搬
具 

6百万円

その他 5 

売却損   

機械装置及び運搬
具 

2百万円

廃棄売却損合計 14百万円

廃棄損   

建物及び構築物 2百万円

機械装置及び運搬
具 

20 

その他 9 

売却損   

機械装置及び運搬
具 

3百万円

廃棄売却損合計 35百万円

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※４ ─────   ※４ 減損損失 

 当中間連結会計期間において、当社グ

ループは以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。 

 （経緯） 

 上記の土地については、木製品製造工場建

設予定地として取得しましたが、景気の低迷

による需要の落ち込み等により現在は遊休資

産としております。 

 今後の利用計画も無く、地価も著しく下落

しているため、減損損失を認識いたしまし

た。 

（グルーピングの方法） 

  事業部門別を基本として、木製品事業にお

いては、製造部門を単位とし、賃貸事業及び

将来の使用が見込まれていない遊休資産につ

いては、個々の物件単位でグルーピングをし

ております。 

（回収可能価額の算定方法等） 

 資産グループごとの回収可能価額は正味売

却価額により測定しております。また、正味

売却価額は、不動産鑑定評価基準に基づく鑑

定評価額又は固定資産税評価額に合理的な調

整を行って算出した金額を使用しておりま

す。 

用途 種類 場所 
金額 

(百万円)

遊休  土地  
岐阜県 

恵那市  
25 

※４ ─────   



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成16年９月30日現在） 

  百万円 

現金及び預金勘定  676 

預入期間が３か月を超える定期預金  △170 

有価証券のうちマネー・マネージメント・ファンド 7 

現金及び現金同等物  512 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在） 

  百万円 

現金及び預金勘定  1,117 

現金及び現金同等物  1,117 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） 

  百万円 

現金及び預金勘定  821 

現金及び現金同等物  821 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

（借主側）  

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 

675 254 421 

工具器具及
び備品 

48 27 20 

ソフトウェ
ア 

16 6 9 

合計 740 288 451 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

675 350 324

工具器具及
び備品 

59 33 25

ソフトウェ
ア 

16 9 6

合計 751 393 357

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

675 302 373

工具器具及
び備品 

52 32 19

ソフトウェ
ア 

16 7 8

合計 744 343 400

（注）１．取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。 

（注）１．    同左 （注）１．取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。 

２．「工具器具及び備品」は、中間連

結貸借対照表においては、有形固定

資産の「その他」に該当いたしま

す。 

２．    同左 ２．「工具器具及び備品」は、連結貸

借対照表においては、有形固定資産

の「その他」に該当いたします。 

３．「ソフトウェア」は、中間連結貸

借対照表においては、無形固定資産

に該当いたします。 

３．    同左 ３．「ソフトウェア」は、連結貸借対

照表においては、無形固定資産に該

当いたします。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 108百万円 

１年超 343百万円 

合計 451百万円 

１年内 109百万円

１年超 248百万円

合計 357百万円

１年内 109百万円

１年超 290百万円

合計 400百万円

（注） 未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

同左 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してお

ります。 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 53百万円 

減価償却費相当額 53百万円 

支払リース料 55百万円

減価償却費相当額 55百万円

支払リース料 108百万円

減価償却費相当額 108百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 有価証券の減損処理に当たっては、時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合は、原則として減損処理を

行っております。 

また、上記以外に下記の状態にある場合についても、原則として減損処理を行っております。 

・概ね過去２年間にわたり時価が取得原価に比べて30％以上50％未満継続して下落した場合 

・株式の発行会社が債務超過の状態にある場合 

・株式の発行会社が２期連続で損失を計上し翌期も損失が予想される場合 

・債券の発行会社が格付けの著しい低下があった場合 

・債券の発行会社が信用リスクの増大に起因して時価が著しく下落した場合 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 559 820 261 

(2）債券 39 40 0 

国債・地方債等 39 40 0 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 599 861 261 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

マネー・マネージメント・ファンド 7 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 15 

転換社債 10 

優先出資証券 100 



当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 有価証券については、時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合は、原則として減損処理を行っておりま

す。 

また、上記以外に下記の状態にある場合についても、原則として減損処理を行っております。 

・概ね過去２年間にわたり時価が取得原価に比べて30％以上50％未満継続して下落した場合 

・株式の発行会社が債務超過の状態にある場合 

・株式の発行会社が２期連続で損失を計上し翌期も損失が予想される場合 

・債券の発行会社が格付けの著しい低下があった場合 

・債券の発行会社が信用リスクの増大に起因して時価が著しく下落した場合 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 493 989 496 

(2）債券 － － － 

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 493 989 496 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 1 

投資事業有限責任組合 2 

転換社債 10 

優先出資証券 100 



前連結会計年度末（平成17年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 有価証券については、時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合は、原則として減損処理を行っておりま

す。 

また、上記以外に下記の状態にある場合についても、原則として減損処理を行っております。 

・概ね過去２年間にわたり時価が取得原価に比べて30％以上50％未満継続して下落した場合 

・株式の発行会社が債務超過の状態にある場合 

・株式の発行会社が２期連続で損失を計上し翌期も損失が予想される場合 

・債券の発行会社が格付けの著しい低下があった場合 

・債券の発行会社が信用リスクの増大に起因して時価が著しく下落した場合 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 534 741 207 

(2）債券 － － － 

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 534 741 207 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 1 

投資事業有限責任組合 2 

転換社債 10 

優先出資証券 100 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(1）取引の内容 

 利用しているデリバティブ取引

は、通貨スワップ取引及び金利ス

ワップ取引であります。 

(1）取引の内容 

同左 

(1）取引の内容 

同左  

(2）取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引は、将来の為

替変動及び金利変動によるリスク

回避を目的としており、投機的な

取引は行わない方針であります。 

(2）取引に対する取組方針 

同左 

(2）取引に対する取組方針 

同左  

(3）取引の利用目的 

 デリバティブ取引は、通貨関連

では輸入材の仕入予定取引に係る

為替変動リスクを回避する目的で

通貨スワップ取引を、金利関連で

は有利子負債に係る金利変動リス

クを回避し、金利コストを管理す

る目的で金利スワップ取引を行っ

ております。 

 なお、デリバティブ取引を利用

してヘッジ会計を行っており、ヘ

ッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方

針、ヘッジ有効性評価の方法等に

ついては、中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項

４．会計処理基準に関する事項

(ヘ）重要なヘッジ会計の方法に記

載しております。 

(3）取引の利用目的 

 デリバティブ取引は、通貨関連

では輸入材の仕入予定取引に係る

為替変動リスクを回避する目的で

通貨スワップ取引を、金利関連で

は有利子負債に係る金利変動リス

クを回避し、金利コストを管理す

る目的で金利スワップ取引を行っ

ております。 

 なお、金利関連についてはデリ

バティブ取引を利用してヘッジ会

計を行っており、ヘッジ手段とヘ

ッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有

効性評価の方法等については、中

間連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項４．会計処理基

準に関する事項(ヘ）重要なヘッジ

会計の方法に記載しております。 

(3）取引の利用目的 

 デリバティブ取引は、通貨関連

では輸入材の仕入予定取引に係る

為替変動リスクを回避する目的で

通貨スワップ取引を、金利関連で

は有利子負債に係る金利変動リス

クを回避し、金利コストを管理す

る目的で金利スワップ取引を行っ

ております。 

 なお、デリバティブ取引を利用

してヘッジ会計を行っており、ヘ

ッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方

針、ヘッジ有効性評価の方法等に

ついては、連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項４．会

計処理基準に関する事項(ヘ）重要

なヘッジ会計の方法に記載してお

ります。 

(4）取引に係るリスクの内容 

 通貨スワップ取引及び金利スワ

ップ取引は、為替相場の変動及び

市場金利の変動によるリスクを有

しております。また、当社のデリ

バティブ取引の契約先は、いずれ

も信用度の高い国内の金融機関で

あるため、相手先の契約不履行に

よるいわゆる信用リスクは、ほと

んどないと判断しております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

同左  

(4）取引に係るリスクの内容 

同左  

(5）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の実行及び管

理は、「市場リスク管理規程」に

従い、経理部に集中しておりま

す。さらに、経理部長は半期ごと

の取締役会においてデリバティブ

取引をも含んだ財務報告をするこ

ととなっております。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

同左 

(5）取引に係るリスク管理体制 

同左 



２．取引の時価等に関する事項 

（1）通貨関連  

前中間連結会計期間（平成16年９月30日）  

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、開示対象から除いておりますので、該当事項はありま

せん。 

当中間連結会計期間（平成17年９月30日）  

（注）通貨スワップ取引の時価は、契約を約定した金融機関から提示された価格によっております。  

前連結会計年度（平成17年３月31日）  

（注）通貨スワップ取引の時価は、契約を約定した金融機関から提示された価格によっております。  

（2）金利関連  

前中間連結会計期間（平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（平成17年９月30日）及び前連結会計年度（平

成17年３月31日）  

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、開示対象から除いておりますので該当事項はありませ

ん。  

区分  種類
契約額等 
（百万円） 

契約額等のうち 
１年超  
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

市場取引 

以外の取引  

通貨スワップ取引  
8,084 6,929 △254 △255 

米ドル  

合計 8,084 6,929 △254 △255 

区分  種類
契約額等 
（百万円） 

契約額等のうち 
１年超  
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

市場取引 

以外の取引  

通貨スワップ取引  
8,661 7,506 △510 △510 

米ドル  

合計 8,661 7,506 △510 △510 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な製品 

① 木製品事業…階段部材・和風造作材・カウンター・構造用集成材・建具・洋風造作材・住宅パネル 

② 賃貸事業……不動産賃貸 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前中間連結会計期間235百万

円、当中間連結会計期間214百万円、前連結会計年度451百万円であります。その主なものは、当社の総務部

門等管理部門に係る費用であります。 

 
木製品事業 
（百万円） 

賃貸事業 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 10,599 94 10,693 － 10,693 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 10,599 94 10,693 － 10,693 

営業費用 10,477 22 10,499 235 10,734 

営業利益（△は営業損失） 121 72 194 (235) △41 

 
木製品事業 
（百万円） 

賃貸事業 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 10,284 95 10,380 － 10,380 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 10,284 95 10,380 － 10,380 

営業費用 10,089 19 10,109 214 10,323 

営業利益 194 75 270 (214) 56 

 
木製品事業 
（百万円） 

賃貸事業 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 22,440 190 22,630 － 22,630 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 22,440 190 22,630 － 22,630 

営業費用 21,905 42 21,948 451 22,399 

営業利益 534 147 682 (451) 231 



４．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「追加情報」に記載のとおり、売上原価（研究

開発費）のうち、企画開発部の費用について、当中間連結会計期間より「研究開発費及びソフトウェアの会

計処理に関する実務指針（会計制度委員会報告第12号 平成11年３月31日）」に従い、売上原価から販売費

及び一般管理費に変更しております。 

 この結果、従来の方法に比べ木製品事業について営業利益は8百万円減少しております。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成17年４月１

日 至平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）において、本邦以

外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成17年４月１

日 至平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）において、海外売

上高がないため、該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間純利益又は１株当たり中間（当期）純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額   503円77銭

１株当たり中間純損失  10円34銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、１株当たり

中間純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。 

１株当たり純資産額    513円58銭

１株当たり中間純利益  11円76銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

１株当たり純資産額    495円07銭

１株当たり当期純損失   14円46銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、１株当たり

当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため、記載しておりま

せん。 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

中間純利益又は中間（当

期）純損失（△）(百万

円) 

△154 175 △216 

普通株主に帰属しない金

額（百万円） 
－ － － 

普通株式に係る中間純利

益又は中間（当期）純損

失（△）（百万円） 

△154 175 △216 

期中平均株式数（千株） 14,959 14,947 14,955 

希薄化効果を有しないた

め、潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）純利

益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

 ─────  ─────  ───── 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

──────   平成14年９月20日に契約いたしまし

た輸入材の仕入予定取引に係る包括的

長期為替予約契約（クーポンスワップ

契約）について、平成17年10月25日に

解約いたしました。この解約は、前連

結会計年度末にヘッジ会計から時価会

計に移行したことに伴い、将来の為替

相場及び金利の変動が当社グループの

業績に多大な影響を与えることを排除

するために行ったものであります。 

 この結果、当連結会計期間において

は、営業外収益にデリバティブ評価益

255百万円を計上しておりましたが、

当連結会計年度においては、営業外収

益にデリバティブ解約益272百万円を

計上する予定であります。 

 ────── 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  479   848   584   

２．受取手形  1,700   1,392   1,490   

３．売掛金  3,738   3,634   4,039   

４．たな卸資産  2,935   2,124   2,230   

５．繰延税金資産  194   78   134   

６．その他  646   256   408   

貸倒引当金  △37   △12   △41   

流動資産合計   9,657 55.2  8,322 51.3  8,846 53.4 

Ⅱ 固定資産           

（1）有形固定資産 ※１          

１．建物 ※２ 1,861   1,795   1,820   

２．機械及び装置 ※２ 1,033   1,100   947   

３．土地 ※２ 3,184   3,174   3,184   

４．その他 ※２ 351   338   337   

有形固定資産合計  6,430   6,409   6,289   

（2）無形固定資産  53   81   69   

（3）投資その他の資産           

１．投資有価証券  1,128   1,224   977   

２．繰延税金資産  35   2   195   

３．その他  291   257   253   

貸倒引当金  △98   △70   △68   

投資その他の資産
合計  1,357   1,414   1,358   

固定資産合計   7,841 44.8  7,905 48.7  7,717 46.6 

資産合計   17,499 100.0  16,227 100.0  16,564 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形  2,793   2,355   2,561   

２．買掛金  1,849   1,633   1,810   

３．短期借入金 ※２ 1,100   1,300   1,000   

４．一年内返済予定長
期借入金 

※２ 795   774   770   

５．一年内償還予定社
債 

  300   －   300   

６．未払消費税等  －   11   25   

７．未払法人税等  13   15   20   

８．賞与引当金  128   130   126   

９．デリバティブ負債  －   254   510   

10．その他  829   620   390   

流動負債合計   7,810 44.6  7,096 43.7  7,515 45.4 

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※２ 1,980   1,405   1,607   

２．退職給付引当金  151   136   147   

３．役員退職慰労引当
金  43   48   49   

４．その他  113   2   1   

固定負債合計   2,288 13.1  1,593 9.8  1,805 10.9 

負債合計   10,098 57.7  8,689 53.5  9,320 56.3 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   2,473 14.1  2,473 15.2  2,473 14.9 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  2,675   2,675   2,675   

資本剰余金合計   2,675 15.3  2,675 16.5  2,675 16.2 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  618   618   618   

２．任意積立金  1,505   1,005   1,505   

３．中間（当期）未処
分利益  237   737   113   

利益剰余金合計   2,361 13.5  2,361 14.6  2,237 13.5 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   120 0.7  260 1.6  88 0.5 

Ⅴ 自己株式   △229 △1.3  △232 △1.4  △231 △1.4 

資本合計   7,400 42.3  7,538 46.5  7,243 43.7 

負債資本合計   17,499 100.0  16,227 100.0  16,564 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   9,856 100.0  9,554 100.0  20,973 100.0 

Ⅱ 売上原価   9,006 91.4  8,615 90.2  19,021 90.7 

売上総利益   849 8.6  939 9.8  1,951 9.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   886 9.0  904 9.4  1,734 8.3 

営業利益   － －  34 0.4  217 1.0 

営業損失   36 △0.4  － －  － － 

Ⅳ 営業外収益 ※１  24 0.2  287 3.0  47 0.3 

Ⅴ 営業外費用 ※２  42 0.4  37 0.4  82 0.4 

経常利益   － －  284 3.0  182 0.9 

経常損失   55 △0.6  － －  － － 

Ⅵ 特別利益 ※３  4 0.0  52 0.5  8 0.0 

Ⅶ 特別損失 ※4.5  182 1.8  40 0.4  583 2.8 

税引前中間純利益   － －  296 3.1  － － 

税引前中間（当
期）純損失   232 △2.4  － －  392 △1.9 

法人税、住民税及
び事業税  4   4   9   

法人税等調整額  △92 △88 △0.9 131 135 1.4 △171 △162 △0.8 

中間純利益   － －  160 1.7  － － 

中間（当期）純損
失   144 △1.5  － －  230 △1.1 

前期繰越利益   381   576   381  

中間配当額   －   －   37  

中間（当期）未処
分利益   237   737   113  

           



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 ────── (2）デリバティブ 

時価法（ただし、金利ス

ワップについては、特例

処理の要件を満たしてい

るため特例処理を行って

おります。） 

(2）デリバティブ 

同左 

 (2）たな卸資産 

商品 

先入先出法による原価法 

製品・仕掛品 

総平均法による原価法（た

だし、構造部材については

個別法による原価法） 

(3）たな卸資産 

商品 

同左 

製品・仕掛品 

同左 

(3）たな卸資産 

商品 

同左 

製品・仕掛品 

同左 

 原材料 

総平均法による原価法 

貯蔵品 

最終仕入原価法による原価

法 

原材料 

同左 

貯蔵品 

同左 

原材料 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く） 

定額法 

建物以外 

定率法 

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 建物 ２年～47年

機械装置 ９年

  

 (2）無形固定資産 

定額法 

(2）無形固定資産 

定額法 

なお、ソフトウェア（自社

利用分）については、社内

における利用可能期間（５

年）に基づく定額法 

(2）無形固定資産 

定額法 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒れの損失に備える

ため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しており

ます。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てる

ため、賞与の支給規程による

支給対象期間に対応する支給

見込額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定額

法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用

処理しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定額

法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用

処理しております。 

 (4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しており

ます。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しておりま

す。 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。 

同左 外貨建金銭債権債務は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。また、金利スワップ

取引については、特例処理の

要件を満たしているため、特

例処理を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引について

は、特例処理の要件を満たし

ているため、特例処理を採用

しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。また、金利スワップ

取引については、特例処理の

要件を満たしているため、特

例処理を採用しております。 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ．ヘッジ手段：通貨スワッ

プ取引 

ヘッジ対象：輸入材の仕

入予定取引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段：金利スワッ

プ取引 

ヘッジ対象：変動金利借

入金 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ．ヘッジ手段：通貨スワッ

プ取引 

ヘッジ対象：輸入材の仕

入予定取引 

 ｂ．ヘッジ手段：金利スワッ

プ取引 

ヘッジ対象：変動金利借

入金 

 ｂ．ヘッジ手段：金利スワッ

プ取引 

ヘッジ対象：変動金利借

入金 

 (3）ヘッジ方針 

当社の社内規程である「市場

リスク管理規程」に基づき、

為替変動リスク、金利変動リ

スクをヘッジしております。 

(3）ヘッジ方針 

当社の社内規程である「市場

リスク管理規程」に基づき、

金利変動リスクをヘッジして

おります。 

(3）ヘッジ方針 

当社の社内規程である「市場

リスク管理規程」に基づき、

為替変動リスク、金利変動リ

スクをヘッジしております。 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

当社の社内規程に基づき、通

貨スワップ取引については、

ヘッジ手段とヘッジ対象の為

替変動による相関関係によっ

て有効性を評価し、有効性の

検証を実施しております。ま

た、金利スワップ取引につい

ては特例処理を採用している

ため、有効性の評価を省略し

ております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

当社の社内規程に基づき、金

利スワップ取引については特

例処理を採用しているため、

有効性の評価を省略しており

ます。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

当社の社内規程に基づき、通

貨スワップ取引については、

ヘッジ手段とヘッジ対象の為

替変動による相関関係によっ

て有効性を評価し、有効性の

検証を実施しております。ま

た、金利スワップ取引につい

ては特例処理を採用している

ため、有効性の評価を省略し

ております。 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

なお、仮払消費税等と仮受消費

税等は相殺し、流動資産のその

他に含めて表示しております。  

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

なお、仮払消費税等と仮受消費

税等は相殺し、未払消費税等と

して表示しております。  

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これにより税引

前中間純利益は25百万円減少しており

ます。 

 なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基づき

各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

 ────── 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── ────── （貸借対照表） 

 投資事業有限責任組合への出資２百

万円については、従来、投資その他の

資産の「出資金」に含めて表示してお

りましたが、証券取引法第２条第２項

の改正により有価証券とみなすことに

なったため、当事業年度より「投資有

価証券」として表示しております。 

 なお、前事業年度の投資事業有限責

任組合への「出資金」は２百万円であ

ります。 



追加情報  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── ────── (1) 平成14年９月20日に契約いたし

ました輸入材の仕入予定取引に係

る包括的長期為替予約契約(クーポ

ンスワップ契約)については、これ

までヘッジ会計を適用し繰延ヘッ

ジ処理を採用しておりましたが、

ヘッジ対象としての予定取引を厳

格に見直した結果、当事業年度末

において時価評価することといた

しました。この結果、特別損失に

デリバティブ評価損375百万円が計

上されております。 

 なお、上記の特別損失は、当事

業年度末の当該契約の時価評価額

510百万円から、「契約レート」と

「契約レートの基礎となっている

契約時の長期為替相場」との差額

である長期前受収益134百万円を控

除したものであります。 

────── ────── (2) 「地方税法等の一部を改正する

法律」（平成15年法律第９号）が

平成15年３月31日に公布され、平

成16年４月１日以後に開始する事

業年度より外形標準課税が導入さ

れたことに伴い、当事業年度から

「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示につ

いての実務上の取扱い」（平成16

年２月13日 企業会計基準委員

会 実務対応報告第12号）に従い法

人事業税の付加価値割及び資本割

については、販売費及び一般管理

費に計上しております。 

 この結果、従来の方法に比べ

て、営業利益及び経常利益が15百

万円減少し、税引前当期純損失が

15百万円増加しております。 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ──────   売上原価（研究開発費）のうち、企

画開発部の費用について、同部の業務

が、既存製品の改良を主体としており

ましたが、新製品の開発のウェイトが

高くなったことに伴い、当中間会計期

間より「研究開発費及びソフトウェア

の会計処理に関する実務指針（会計制

度委員会報告第12号 平成11年３月31

日）」に従い、売上原価から販売費及

び一般管理費に変更しております。 

 この結果、従来の方法に比べて、売

上総利益が44百万円増加し、営業利

益、経常利益、税引前中間純利益がそ

れぞれ8百万円減少しております。 

 ────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 5,225百万円  5,284百万円  5,271百万円

※２ 担保資産及び担保付債務 ※２      ―───── ※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産  担保に供している資産 

建物 554百万円 

機械及び装置 15 

土地 2,103 

有形固定資産のそ
の他 

28 

（構築物）   

計 2,701 

 建物 539百万円

機械及び装置 15 

土地 2,103 

有形固定資産のそ
の他 

27 

（構築物）   

計 2,686 

 上記物件については工場財団組成額で

あります。 

  上記物件については工場財団組成額で

あります。 

担保付債務  担保付債務 

短期借入金 700百万円 

一年内返済予定長
期借入金 

638
 

長期借入金 1,446 

計 2,784 

 短期借入金 600百万円

一年内返済予定長
期借入金 

613
 

長期借入金 1,152 

計 2,365 

 ３ 偶発債務 

 子会社の銀行借入に対する保証債務 

 ３      ―─────  ３      ―───── 

㈱セブン東神 174百万円   

 ４ 当座借越契約  ４ 当座借越契約  ４ 当座借越契約 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行５行と当座借越契約を締

結しております。これらの契約に基づく

当中間会計期間末の借入未実行残高は次

のとおりであります。 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行６行と当座借越契約を締

結しております。これらの契約に基づく

当中間会計期間末の借入未実行残高は次

のとおりであります。 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行６行と当座借越契約を締

結しております。これらの契約に基づく

当事業年度末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

当座借越極度額 1,800百万円 

借入実行残高 800 

差引額 1,000 

当座借越極度額 2,400百万円

借入実行残高 1,200 

差引額 1,200 

当座借越極度額 2,400百万円

借入実行残高 900 

差引額 1,500 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取配当金 8百万円 

仕入割引 7 

受取手数料 4 

受取配当金 9百万円

仕入割引 7 

デリバティブ評価

益 
255 

受取配当金 13百万円

仕入割引 16 

受取手数料 8 

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 22百万円 

売上割引 13 

支払利息 20百万円

売上割引 11 

支払利息 44百万円

売上割引 27 

※３     ―───── ※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの 

 投資有価証券売却
益 

26百万円 投資有価証券売却
益 

7百万円

※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの 

たな卸資産評価損 155百万円 固定資産廃棄売却

損 
11百万円

減損損失 25  

たな卸資産評価損 155百万円

デリバティブ評価

損 
375 

※５ ─────   ※５ 減損損失 

 当中間会計期間において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を計上

しました。 

 （経緯） 

 上記の土地については、木製品製造工場建

設予定地として取得しましたが、景気の低迷

による需要の落ち込み等により現在は遊休資

産としております。 

 今後の利用計画も無く、地価も著しく下落

しているため、減損損失を認識いたしまし

た。 

（グルーピングの方法） 

  事業部門別を基本として、木製品事業にお

いては、製造部門を単位とし、賃貸事業及び

将来の使用が見込まれていない遊休資産につ

いては、個々の物件単位でグルーピングをし

ております。 

（回収可能価額の算定方法等） 

 資産グループごとの回収可能価額は正味売

却価額により測定しております。また、正味

売却価額は、不動産鑑定評価基準に基づく鑑

定評価額又は固定資産税評価額に合理的な調

整を行って算出した金額を使用しておりま

す。 

用途 種類 場所 
金額 

(百万円)

遊休  土地  
岐阜県 

恵那市  
25 

※５ ─────   

 ６ 減価償却実施額  ６ 減価償却実施額  ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 197百万円 

無形固定資産 6 

有形固定資産 193百万円

無形固定資産 6 

有形固定資産 403百万円

無形固定資産 12 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械及び装
置 

675 254 421 

工具器具及
び備品 

48 27 20 

ソフトウェ
ア 

16 6 9 

合計 740 288 451 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械及び装
置 

675 350 324 

工具器具及
び備品 

59 33 25 

ソフトウェ
ア 

16 9 6 

合計 751 393 357 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械及び装
置 

675 302 373 

工具器具及
び備品 

52 32 19 

ソフトウェ
ア 

16 7 8 

合計 744 343 400 

（注）１．取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。 

（注）１．    同左 （注）１．取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。 

２．「工具器具及び備品」は、中間貸

借対照表においては、有形固定資産

の「その他」に該当いたします。 

２．    同左 ２．「工具器具及び備品」は、貸借対

照表においては、有形固定資産の

「その他」に該当いたします。 

３．「ソフトウェア」は、中間貸借対

照表においては、無形固定資産に該

当いたします。 

３．    同左 ３．「ソフトウェア」は、貸借対照表

においては、無形固定資産に該当い

たします。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 108百万円 

１年超 343百万円 

合計 451百万円 

１年内 109百万円

１年超 248百万円

合計 357百万円

１年内 109百万円

１年超 290百万円

合計 400百万円

（注） 未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

同左 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してお

ります。 

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 53百万円 

減価償却費相当額 53百万円 

支払リース料 55百万円

減価償却費相当額 55百万円

支払リース料 108百万円

減価償却費相当額 108百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

同左 同左 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間純利益又は１株当たり中間（当期）純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 494円87銭

１株当たり中間純損失   9円65銭

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、１株当たり

中間純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。 

１株当たり純資産額 504円42銭

１株当たり中間純利益 10円77銭

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

１株当たり純資産額 484円54銭

１株当たり当期純損失  15円41銭

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、１株当たり

当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

中間純利益又は中間（当

期）純損失（△）(百万

円) 

△144 160 △230 

普通株主に帰属しない金

額（百万円） 
－ － － 

普通株式に係る中間純利

益又は中間（当期）純損

失（△）（百万円） 

△144 160 △230 

期中平均株式数（千株） 14,959 14,947 14,955 

希薄化効果を有しないた

め、潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）純利

益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

 ─────  ─────  ───── 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ──────   平成14年９月20日に契約いたしまし

た輸入材の仕入予定取引に係る包括的

長期為替予約契約（クーポンスワップ

契約）について、平成17年10月25日に

解約いたしました。この解約は、前事

業年度末にヘッジ会計から時価会計に

移行したことに伴い、将来の為替相場

及び金利の変動が当社の業績に多大な

影響を与えることを排除するために行

ったものであります。 

 この結果、当中間会計期間において

は、営業外収益にデリバティブ評価益

255百万円を計上しておりましたが、

当事業年度においては、営業外収益に

デリバティブ解約益272百万円を計上

する予定であります。 

 ────── 



(2）【その他】 

 平成17年10月28日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額…………………… 37百万円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………  2円50銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………… 平成17年12月１日 

 （注） 平成17年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行い

ます。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第46期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月28日東海財務局長に提出 

(2）臨時報告書 

平成17年10月26日東海財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（デリバティブ解約損益）並びに第19号（デリバティブ解約

損益）の規定に基づく臨時報告書であります。  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    

   平成１６年１２月１７日

セ ブ ン 工 業 株 式 会 社   

 取 締 役 会 御 中  

 監査法人 ト ー マ ツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 松 岡 正 明  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 渋 谷 英 司  印 

     

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられているセブン工業株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度

の中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、

すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査

は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査

法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財

務諸表の作成基準に準拠して、セブン工業株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日ま

で）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    

   平成 17 年 12 月 21 日

 セブン工業株式会社    

 取締役会 御中    

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 越 山   薫  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 松 岡 憲 正  印 

     

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られているセブン工業株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの連結会計年度の中間連結

会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結

貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査

は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査

法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財

務諸表の作成基準に準拠して、セブン工業株式会社及び連結子会社の平成17年9月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減

損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    

   平成１６年１２月１７日

セ ブ ン 工 業 株 式 会 社   

 取 締 役 会 御 中  

 監査法人 ト ー マ ツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 松 岡 正 明  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 渋 谷 英 司  印 

     

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられているセブン工業株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第４６期事業

年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すな

わち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、セブン工業株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終

了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    

   平成 17 年 12 月 21 日

 セブン工業株式会社    

 取締役会 御中    

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 越 山   薫  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 松 岡 憲 正  印 

     

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られているセブン工業株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第47期事業年度の中間会

計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表

及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、セブン工業株式会社の平成17年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る中間会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に

係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 
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